
対象：全国336商工会議所 会員2,630企業（有効企業回答数2,037企業） 期間：2020年3月13日～19日
※正式な公表日は3月31日のため、数値等は精査中の部分もあり、変わる可能性があります

新型コロナウイルスの経営への影響 今月の業況 －2020年3月の動向ー

【今月の業況】

●全産業合計の業況DIは▲49.0
前月比▲16.4ポイントの悪化幅は過去最大。
東日本大震災後の2011年6月（▲51.4）以来の水準。

【新型コロナウイルスによる経営への影響】

●９割以上の企業で既に影響が発生（懸念含む）
「影響が生じている」は前月比33.1ポイント増の44.4％

で2月から大幅に増加。「長期化すると影響が出る懸念が
ある」は前月比4.7ポイント減の47.7％。全体の92.1%の
企業で経営への影響が生じている、または長期化した場合
に影響が生じる懸念があるという結果になった。

Ⅰ．中小企業の経営への影響＜日商・早期観測景気調査３月分＞
1

経営への影響

具体的な影響の内容（懸念含む）

製品・サービスの受注・売上減少、客数減少 72.7%

イベント・商談会等の延期・中止に伴う
受注・販売機会の喪失 42.5%

従業員や顧客の感染防止対策等に伴うコスト増 26.1%

サプライチェーンへの打撃による納期遅れ
（年度末の納期・工期に間に合わない等含む） 24.8%

資金繰りの悪化 23.1%

為替や株価の変動に伴う消費マインドの悪化 21.4%

小中高校等の一斉休校への対応に伴う影響
（従業員の休暇取得による労働力不足、
代替要員確保のためのコスト増など）

17.5%

「影響が生じている」・「長期化すると影響が出る懸念がある」企業が対象
【複数回答・上位7項目】
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